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陳情書

都市計画法第17条に基づく二番町地区地区計画の変更に係る
意見募集に関する陳情

12月1日、6日、8日に開催された環境まちづくり委員会の議事録(未定稿)を拝見致しました。毎回遅

い時間まで町づくり1こ関して論議を尽くされている皆様に感謝申し上げます。

議事録(未定稿)を拝見していて気になったことを2点申し上げます。

1.誰が、いつ、どこで、どのように決めるかという

ブ・ロー)があいまいであるという議員の発言がありました。この点を是非明確にしていただきたいです。

2.

理由等.都市計画法第17条に基づく意見募集について「都市計画審議会の会長からも、重要なのは、先

ほどと同様、論理、内容であると言った見解が示されており、数による判断や属性ごとの意見の集計結果

を明確化することは考えておりません。そのため、従前どおりの形で提出を受け付ける」と行政側の見解
L

が示されました。

質問ですが、「従前」とはいつのことを指しているのでしょうか?

属性ごとの意見の集計結果を明確化することを望みます。

令和4年7月の行われたオープンハウスのアンケートでは年代を問う欄の他、住まいが区内か区外か、

区内の場合は町名を記し、所有か賃貸かをチェックし、区外の場合は地権者等、在勤者、在学者、その他

にチェックをする形式でした。このアンケートの回答者は、区内在住者が66名、区外在住者が283名(内

16名は地権者等)、無回答23名でした。

一方、本年3月に行われた都市計画法第17条に基づく意見募集では前例にない約4000通の意見が提

出され、そのうち番町住民が約1000通、番町以外の住民が約3000通。番町住民では開発案反対の意

見が多いにも関わらず、全体では開発案賛成の意見が多い結果となりました(表1)。

この数値から、意見の提出者が区民かそれ以外かの属性を行政が把握することが必要だと思いましナこ。

表1:都市計画法第17条に基づく意見募集の結果(2023年3月実施)
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